
  

  

１．平成23年３月期第１四半期の業績（平成22年４月１日～平成22年６月30日） 

  

  

（２）財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年３月期の業績予想（平成22年４月１日～平成23年３月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：有 
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コード番号 7950 ＵＲＬ  http://www.decoluxe.jp/ 

代表者          （役職名） 代表取締役社長 （氏名）木村 重夫 

問合せ先責任者  （役職名） 経理課長 （氏名）佐藤 洋介 （ＴＥＬ）  0587-93-2411 
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  （百万円未満切捨て）

（１）経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年３月期第１四半期  1,221  26.5  84 660.4 104  202.9  70  149.7

22年３月期第１四半期  965  △17.3  11 ― 34 ―  28  446.3

  
１株当たり 

四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 

四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年３月期第１四半期  8  65 ― 

22年３月期第１四半期  3  46 ― 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年３月期第１四半期  13,752 12,081  87.8 1,485  71

22年３月期  13,903 12,118  87.2 1,490  07

（参考）自己資本 23年３月期第１四半期 12,081百万円 22年３月期 12,118百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年３月期 ―  8 00 ― 8 00  16  00

23年３月期 ― 

23年３月期（予想）  8 00 ― 8 00  16  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,700  20.8  270  35.1  300 19.6  180  16.3  22  13

通期  5,600  16.7  540  22.0  590 10.5  370  14.3  45  50



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．３「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：有 

（注）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期財務諸表作成に係る

会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（３）発行済株式数（普通株式） 

  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の

開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続きは終了しておりません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想

の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、添付資料２ページ「業績予想に関す

る定性的情報」をご覧ください。 

    

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年３月期１Ｑ 8,930,000株 22年３月期 8,930,000株

②  期末自己株式数 23年３月期１Ｑ 798,429株 22年３月期 797,450株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年３月期１Ｑ 8,132,305株 22年３月期１Ｑ 8,132,925株
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（１）経営成績に関する定性的情報 

  当第１四半期会計期間のわが国経済は、政府の景気対策に一定の効果が見られたことと、中国やインドなどの新

興国の成長により輸出が増加するなど、緩やかな回復基調で推移いたしました。しかしながら、ギリシャの財政危

機に端を発した欧州の信用不安など不安材料も抱えており、依然として先行き不透明な状況が続いております。  

 当社の主要な製品別の状況といたしましては、化粧板製品では、不燃メラミン化粧板「パニートスリム」及び

「パニートスリムハイグロス」は、リフォーム市場や戸建住宅の新築市場において需要が引き続き拡大したことに

より、販売は増加いたしました。また、オフィス家具用高圧メラミン化粧板についても、企業業績の回復基調に伴

いオフィス家具の需要も増加したことにより、販売は増加いたしました。その結果、化粧板製品の売上高は776百

万円（前年同四半期比130.5％)となりました。電子部品業界向け製品は、薄型テレビ・家電製品・パソコン等を中

心に業界全般的に業績回復基調で推移しており、当社のプリント基板用フェノール樹脂積層板の販売も増加いたし

ました。その結果、電子部品業界向け製品の売上高は257百万円（前年同四半期比136.7％）となりました。ケミカ

ルアンカー製品は、耐震補強工事の市場での耐震工事向け低騒音カプセル「ＲＳタイプ」及び「ＲＴタイプ」の需

要が引き続き増加傾向にあり、販売は増加いたしました。その結果、ケミカルアンカー製品の売上高は185百万円

（前年同四半期比101.7％）となりました。 

 これらの結果、売上高は1,221百万円（前年同四半期比126.5％）、経常利益は104百万円（前年同四半期比

302.9％）、四半期純利益は70百万円（前年同四半期比249.7％）となりました。 

  

（２）財政状態に関する定性的情報 

 当第１四半期末における総資産は、前期末に比べて151百万円減少し、13,752百万円となりました。これは主

に、現金及び預金は増加したものの、投資有価証券が減少したこと等によるものです。負債は前期末に比べて114

百万円減少し、1,670百万円となりました。これは主に、未払法人税等が減少したこと等によるものです。また、

純資産は前期末に比べて36百万円減少し、12,081百万円となりました。これは主に、その他有価証券評価差額金が

減少したこと等によるものです。 

  

（３）業績予想に関する定性的情報 

 第２四半期累計期間及び通期の業績予想につきましては、化粧板製品を中心に販売の増加が見込まれ、売上高、

利益ともに前回予想を上回る見通しとなりましたので、業績予想を修正いたします。 

 なお、平成22年５月14日の決算短信で発表しました第２四半期累計期間及び通期の業績予想との差異は以下の通

りです。 

（第２四半期（累計）） 

（通期） 

１．当四半期の業績等に関する定性的情報

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 
１株当たり 

四半期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ）  2,600 230  260  160  19  67

今回修正予想（Ｂ）  2,700 270  300  180  22  13

増減額（Ｂ－Ａ）  100 40  40  20  ―  

増減率（％）  3.8 17.4  15.4  12.5   ―  

前中間期実績  2,234 199  250  154  19 03 

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 百万円 百万円 百万円 円 銭 

前回発表予想（Ａ）  5,500 500  550  350  43   04 

今回修正予想（Ｂ）  5,600 540  590  370  45  50

増減額（Ｂ－Ａ）  100 40  40  20 ― 

増減率（％）  1.8 8.0  7.3  5.7 ― 

前期実績  4,799 442  534  323  39  81



（１）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

 ①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第１四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと著しい変化がないと認められるた

め、前事業年度決算において算定した貸倒実績率等の合理的な基準を使用して一般債権の貸倒見積高を算定し

ております。  

  

 ②棚卸資産の評価方法 

 当第１四半期会計期間末における棚卸高の算出に関して、実地棚卸を省略し、前事業年度に係る実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。 

 また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。 

  

 ③固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している資産については、事業年度に係る減価償却費の額を期間按分する方法により算出して

おります。 

  

 ④繰延税金資産の回収可能性の判断 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状

況に著しい変化がないと認められるので、前事業年度決算において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを利用する方法によっております。 

  

 ⑤税金費用の計算 

 税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後

の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

  

（２）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 資産除去債務に関する会計基準の適用  

 当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

を適用しております。 

 これによる営業利益及び経常利益に与える影響は軽微でありますが、税引前四半期純利益は13,573千円減少

しております。 

  

（３）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

２．その他の情報



３．四半期財務諸表 
（１）四半期貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末 
(平成22年６月30日) 

前事業年度末に係る 
要約貸借対照表 

(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,293,734 4,591,821

受取手形及び売掛金 1,898,879 1,877,502

有価証券 1,301,066 1,292,273

商品及び製品 264,517 241,557

仕掛品 42,370 25,151

原材料及び貯蔵品 206,514 179,577

その他 115,920 121,213

貸倒引当金 △5,696 △5,632

流動資産合計 9,117,306 8,323,464

固定資産   

有形固定資産 2,807,366 2,772,175

無形固定資産 11,825 11,254

投資その他の資産   

投資有価証券 1,321,712 2,309,885

その他 535,315 527,974

貸倒引当金 △41,509 △41,383

投資その他の資産合計 1,815,518 2,796,477

固定資産合計 4,634,710 5,579,907

資産合計 13,752,016 13,903,371

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,028,529 958,918

未払法人税等 57,802 215,931

引当金 34,849 49,271

その他 320,688 324,336

流動負債合計 1,441,870 1,548,457

固定負債   

役員退職慰労引当金 214,148 210,683

その他 14,877 26,145

固定負債合計 229,026 236,828

負債合計 1,670,896 1,785,286

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,515,383 2,515,383

資本剰余金 2,305,533 2,305,533

利益剰余金 7,575,836 7,570,550

自己株式 △365,988 △365,418

株主資本合計 12,030,764 12,026,048

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 50,356 92,037

評価・換算差額等合計 50,356 92,037

純資産合計 12,081,120 12,118,085

負債純資産合計 13,752,016 13,903,371



（２）四半期損益計算書 
（第１四半期累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年６月30日) 

売上高 965,691 1,221,621

売上原価 631,004 795,362

売上総利益 334,686 426,258

販売費及び一般管理費 323,543 341,531

営業利益 11,143 84,726

営業外収益   

受取利息 22,912 12,681

受取配当金 4,535 11,060

その他 351 1,621

営業外収益合計 27,799 25,363

営業外費用   

売上割引 2,305 2,313

為替差損 － 2,933

租税公課 1,889 －

その他 137 －

営業外費用合計 4,333 5,247

経常利益 34,609 104,843

特別利益   

投資有価証券売却益 19,380 37,070

その他 1,090 －

特別利益合計 20,470 37,070

特別損失   

投資有価証券評価損 1,326 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,493

その他 318 2,748

特別損失合計 1,644 16,242

税引前四半期純利益 53,435 125,670

法人税等 25,258 55,324

四半期純利益 28,177 70,346



 該当事項はありません。 

  

  

 該当事項はありません。  

  

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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